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性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律 

（令和４年法律第 69号）に係る質疑応答集 
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 問 答 更新日 

13 小規模建築物に関する構造計算適合性判定の

特例の対象となる建築物の規模を教えてほし

い。 

構造設計一級建築士でなく、一級建築士の場

合の申請ルートに変更はあるか。 

法第 20 条第１項第４号に掲げる建築物とな

ります。 

一級建築士の場合には変更ありません。従来

どおり、構造計算適合性判定が必要となりま

す。 

 

14 小規模建築物に関する構造計算適合性判定の

特例について、特定行政庁内に建築確認審査

を行うことができる、構造計算適合判定資格

者である建築主事が少ないことから、当該建

築主事がいたとしても、当面の間は、特定行

政庁の判断として申請者に構造計算適合性判

定を求めることは可能か。 

申請者における手続きの合理化を図るため、

本特例の活用に努めてください。 

ただし、当該建築主事を継続的に設置するこ

とが難しい場合等においては、申請者に対し

て構造計算適合性判定を求めることが可能で

す。この場合に、建築基準法施行規則第３条

の 13 に規定されている本特例による審査を

行う旨の公表は必要ありません。 

 

15 構造計算を要しない建築物について、仕様規

定の審査内容はどのようなものか。 

構造計算を要しない建築物における建築確認

時の仕様規定の審査内容は、建築基準法施行

令第３章第３節に規定される壁量の確保、壁

配置のバランス、柱の小径、基礎等の規定へ

の適合の確認となります。 

 

16 基礎における主筋と補強筋の緊結とはどのよ

うな状態を想定しているのか。 

基礎が一体的なコンクリートとして荷重を支

えられるようにするために、主筋と補強筋が

相互に応力を伝達できるような状態を想定し

ています。 

 

17 基礎における主筋と補強筋の緊結の具体的な

方法にはどのようなものがあるのか。 

具体的には、フックや住宅用ユニット鉄筋な

どは十分な耐力が期待できるものとして挙げ

られますが、主筋と補強筋とが相互に応力を

伝達できるものであれば、それ以外の方法を

排除するものではありません。 

 

18 建築確認等において、基礎における主筋と補

強筋の緊結の具体的な方法について審査や検

査を行う必要はないのか。 

主筋と補強筋の緊結方法については、個別具

体の建築計画に応じて、設計者が適切に判断

することとしています。このため、審査にお

いては、緊結していることが確認されれば、

具体的な緊結方法を審査する必要はありませ

ん。また、検査においては、構造詳細図との

整合を確認することとします。 

 

19 ２階建ての木造一戸建て住宅（軸組構法）等

の確認申請・審査マニュアル第３章７．構造

安全性の配慮事項で示されている４項目は、

建築確認で審査対象となるのか。 

審査対象ではありません。  
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